予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費　　　
	事業名　新生活技術研究所公用車更新事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　生活技術研究所　管理調整係　電話番号：0577-33-5252
　　　　　　                     　　　 E-mail　：c23106@pref.gifu.jp 

１　事業費   　　2,150千円（前年度予算額：　0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,150
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,150

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
  当所所有の公用車ニッサンの小型貨物車は平成２１年１０月に初度登録しており、令和２年度には公用車の更新基準である１０年を超える年数の使用となる。当所は高山市が所在地であるが、管理調整係用務では会議出席等、試験研究部用務では、技術研究開発、技術相談、講習会出席等の旅行用務が多数あり、旅行先も県内各所及び県外にも及ぶため、走行距離も長距離となっている。このため１台の継続使用であり、種々の不具合発生頻度も高くなっている状況もあることから、安全に旅行用務に従事するためにも公用車を更新する必要がある。

新たに購入予定とする車種は、研究に関する機器等を運ぶ旅行用務も多々あるため、小型貨物車とし、これに係る費用を要求するものである。
 （２）事業内容

　　・公用車更新事業　　0　　→　　2,150千円

　　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	1,953
	公用車車輛価格及び装備品

	需用費
	97
	消耗品（タイヤ）

	役務費
	86
	登録手数料、リサイクル料、自賠責保険料

	公課費
	14
	重量税

	合計
	2,150
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　　　岐阜県の公用車更新基準に基づく更新
（２）後年度の財政負担

　　　当該車輛の管理において実施する検査・修繕等の費用
（３）事業主体及びその妥当性

　　　生活技術研究所においては、公用車を使用しての旅行用務を安全に実施するために、適正な時期での公用車の更新が必要である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　公用車の更新基準を満たしている小型貨物車を更新し、安全な旅行用務への従事を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	　件

（H　）
	　件

（H　）
	　件

（H　）
	　件

（H　）
	　％


	
	（H　）
	　件

（H　）
	　件

（H　）
	　件
（H　）
	　件

（H　）
	　％



○指標を設定することができない場合の理由
	　車輛の更新に係る費用であり、指標の設定に適しない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○


	生活技術研究所公用車は使用期間が１０年を超え、走行距離も１１万キロを超えており、部品の劣化が進んでいる。

安全に旅行用務に従事するためにも公用車を更新する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

車輛の各種部品は長期間の使用により劣化するので、検査や修繕の実施など適切な管理が必要である。


（次年度の方向性）

	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

公用車の更新基準の範囲内においては、車両検査等実施し、適正に管理保管する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）

	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


